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歴史研究の磁場―農本主義を手がかりに
野本　京子
東京外国語大学教授
1. はじめに
「農本主義」とは何か。どのような時代状況のなかで立ち現われ、どのような問題を提起しようとし
たのか。農業・農村・農民の重要性を説く思想が近代化・産業化という歴史過程のなかで登場してきた
とすれば、それは日本にのみ固有の思想・運動ではない。しかし一方で、農本主義を現実に進行する産
業化のあり方に対する批判、つまり対抗思想であるとすれば、各国の近代化（産業化、政治的権力配置）
のあり方に応じた特質や多様なベクトルを帯びるのは当然ともいえよう。
本報告では、歴史研究という磁場で、日本における「農本主義」そして「家」、「ムラ」に対する評価
の推移・変容が、近代そして現代の農業・農村の社会的位置と密接不可分であることを検証する。ここ
では時代のなかの農業史研究という視点と、その時代において地域・国を越えた農業や農村をめぐる同
時代的関心という視点、つまり「農本主義」をめぐる時空間を意識しつつ論じていく。
農本主義的主張が登場・台頭する背景には、国民経済において、産業としての農業の位置が「地盤沈
下」（相対的・絶対的地位の低下）したという認識にもとづく農業・農村サイドからの危機意識がある。
中村雄二郎はこれを農業社会から工業社会への移行の過程にあらわれた「近代化への対抗思想」（中村
雄二郎　1967、 p.277）と端的に表現している。つまり、農業や農村の危機が高唱される時期に、農本
主義あるいは農本主義研究は浮上してきたという歴史がある。
ところで農本主義（Agrarianism）の属性（と称されるもの）として、反資本主義（資本主義的独占
への抵抗）、反都市・反工業的性格、復古的・道徳的等が指摘されてきた。それでは農本主義の日本的
特質とはどのようなものなのか。家族小農経営を日本農業・農村の担い手として位置づけ、その生活・
生産面での安定と十全な発達を第一義とし、発言し行動しようとする思想、ペザンティズムが根底にあ
ると考える（野本京子　1999）。
　
2. 時代のなかの農業史研究そして農本主義
かつては歴史研究のなかで否定的に扱われていた「家」や「ムラ」だが、近年、農業・農村の近代化
にとっての意味が問われ、開発論的視点から経済的発展に果たした機能を肯定的に論じられるに至って
いる（有本 2006、坂根 2011など）。「家・ムラ」論の変化は、「農本主義」研究の変化とも関わっており、「農
本主義」そして「家」、「ムラ」に対する評価の推移・変容は、近代そして現代の農業・農村の社会経済
的位置と密接不可分であるといえよう。以下、時代のなかでの農業史研究とくに農業・農村像について
概観する。
57
野本 京子 ： 歴史研究の磁場̶農本主義を手がかりに
（1）戦後における「ファシズムの温床としての農村」像
ここでは詳細には論じられないが、その後の農本主義についての一般的評価を決定づけたものとして
丸山真男の研究をあげておく（丸山真男　1947）。高率小作料の基盤としての「半封建的」「前近代的」
な「寄生地主制」による農村支配という日本農業像が基本にあり、農村の停滞性の要因として強調され
ている。簡潔に要約すると、農本主義は戦前における地主制および天皇制を支えた体制統合イデオロギー
であり、ファシズム・イデオロギーであったという見方である。戦後の民主化の機運のなかで、このよ
うな日本のファシズム・イデオロギーの特質として農本主義的思想が非常な優位を占めていたという評
価が、研究史において定着していったのである。
　
（2）高度経済成長を迎える時期の農本主義像
高度経済成長期になると、戦後民主主義とは何であったのかを問う声が顕在化していく。農地改革に
より「寄生地主制」は消滅したものの、依然として零細な小農経営は改革されないまま存続していると
いった視点から、あらためて、地主制の支柱となり、「小農経営に適合する思想とされる農本思想をど
のように考えるべきか」という問題意識が浮上したのであった。筑波常治氏は次のように述べている（筑
波　1966）。
農本主義―読んで字のごとく、農こそあらゆるものの大本だとみなす思想。ただし、「農」
という文字を、産業としての「農業」の意味に理解したら、日本の農本主義の本質はとら
えることができないように思う。それはもっと広く、「自然にしたがって生きる」生き方を、
農という文字にこめて表現したのではないか。（中略）しかし、自然にしたがって生きるこ
とこそ、人間にとってもっとも理想的な生き方だ、とみなす人生観は、特定の階層をこえ
て日本人のあいだに滲みとおり、それとともに派生した志向の形態は、おもてむきは近代
化した日本社会の各部面に、ガン細胞のようにばらまかれて、増殖をつづけているのでは
ないか。
このように、戦後、全否定ないし過去の思想とされていた農本主義に、あらためて目が向けられたの
であった。ただしその評価が否定的であることは、ガン細胞の増殖に例えられていることからも明らか
である。　
（3）1970 年代以降の農本主義研究
その後、高度経済成長期における経済発展至上主義がもたらした負の側面が顕在化し、公害問題が社
会問題として浮上してきた 1960年代後半から 1970年代になると、農業見直し論が台頭してくる。こ
の時期、精力的に農本主義研究を推し進めていったのが綱沢満昭氏である（綱沢 1969、1971、1974）。
綱沢氏は「天皇制を深部から支え、維持してきた一つの思想」として農本主義を取り上げる必要性を強
調するとともに、その「効力」をも認識すべきだとしている。このような農本主義観は、上記の筑波常
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治氏のそれと共通しており、より歴史的視点を明確にもった研究であった。
次いで、農本主義の研究者ではないが、当時、その著作に対して「戦後版農本主義」という評価（批判）
があった守田志郎氏の所論に注目したい。守田は『農業は農業である』（1971）、『小さい部落』（1974）
等の一連の著作において、小農生産は資本制社会における正常な農業経営の形態であり、その本質は資
本の原理によるものではないという主張を展開している。農業基本法のもと、1960年代には農業の近
代化・合理化が声高に主張されていくが、これに対し、守田は生業としての農業像を対置したといえる
のではないか。
時期は下るが、宇沢弘文「新農本主義を求めて」は、表現こそ異なってはいるものの、守田志郎氏の
この観点と共通するものがあるように思う。現実の農政への批判とともに、以下のように指摘する（宇
沢　1989、p.21）。
農業を一つの資本主義的な産業としてとらえて、農業に従事する人々を一介の経済人とみ
なして効率のみを追うという評価にあまり大きく流され、農の営みというもっとも本源的
な機能を担っていた人々がもつ、すぐれた人間性と、その魅力的な生き方が、日本社会の
社会的安定と文化的水準の維持という視点から、いかに大きな役割をはたしてきたかとい
うことがわすれられてしまっている。
1990年代に入り、産業としての農業の基盤がますます縮小し、「村落（むら・ムラ）は崩壊した」と
いう議論がなされるようになると、守田氏の著作は再評価されるに至る（相次いで復刻版が刊行される）。
農業の持続性・永続性という視角を有する守田氏の「現代社会における小農の人間の人間としての小農
の意味、そこに基底をおいての部落への思考」が、当時の持続的農業（Sustainable Agriculture）への
関心を背景に再度、注目されたのである。ただし、以前とは異なり、肯定的な再評価であった。現実の
国際社会におけるグローバリゼーションの進行に対置して、持続的発展が主張されるのは日本も例外で
はなかった。
なお農業史研究では、「自治村落論」（斎藤仁　1989）が登場し、その後の研究に大きなインパクト
を与えた。自治村落とは、幕藩体制下、「農家を農家として維持・存続を図るため、封建勢力に対して
は抵抗、対村落内には団結のための規制・統制を行っていた村落」（齋藤・大鎌・両角　2015 「はじめに」）
を意味する。アジアの村落との比較の視点を持ち、日本の村落（むら、ムラ）のもつ特質を強く意識す
るものであった。
農本主義の評価、農本主義研究へのアプローチが大きく転換していったのは、このような流れと密接
にかかわっていたと思われる。
（4）現段階での農本主義研究
上記の時期の研究動向を経て、その後、「家」と「ムラ」（村落）そして農本主義の歴史的評価は大き
く変化していく。村落を基盤とした資源管理（農地・森林・水）や環境保全の仕組みを問うコモンズ論、
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つまり現代の集落営農への着目をともない、サブシステンス（subsistence）概念と結びつけた議論が台
頭する。その背景に、地域の人々の暮らしにも浸透するグローバリゼーションのあり方や市場万能主義
への批判があったことはいうまでもない。現に進行する事態（新自由主義）への対抗思想として、地域
への着目、ローカライゼーションが、研究という磁場のなかでも発現したのである。
一方、開発経済学の流れにも依拠しつつ、アジア諸国との比較（日本と中国・韓国、東南アジアの「家」
にみる相続のあり方等）に基づき、日本農業を「家と村」という歴史貫通的な特徴で捉え直し、日本の「家と村」
のあり方を日本農業の発展の制度的要因とする研究も登場する。そこでは、日本農業の発展の要因として、
日本の農家の「固定性」や「地主小作関係の長期性・安定性」が強調されている（坂根　2011）。
　農本主義に即していえば、「史的農本主義の課題をいかに修正し、今日、どのような社会構想を描
けるのか」、「地域づくりの実践に埋め込む社会哲学を、とりわけ農本主義にみる規範論として提示する
こと」（岩崎正弥　2005）という新たな視角が提起される。戦前期の農本主義の問題点を認め、しかし
それを全否定するのではなく、問題点を意識しつつ、現代的課題に活かしていくということであろう。
根底には「地域づくり」、つまりは現代においても地域を構成する「家」と「ムラ」（村落）とが主体的
に問題に取り組む核となることが前提とされているといえよう。農本主義の核心は、村落のなかでの家
族農業経営（家族小農経営）の維持・安定であったからである。
3. 農本主義をめぐる時空間
本報告の冒頭で述べたように、農本主義（Agrarianism）は日本固有のものではない。アメリカのポピュ
リズム運動と日本の農本主義を対比する研究（Thomas R.H.Havens 1974）では、共通点として、資本
主義的独占への抵抗、「富」のより平等な分配への指向性、「社会的美徳の保塁という理想化された（時
代に）逆行する農業観」をあげている。一方、異なる点として、ポピュリズム運動が個人的自由を尊重
するのに対し、日本の農本主義の基盤は村落にあること、その反工業的性格や復古的・道徳的側面が強
調されている。
歴史的にみると、1920年代の日本において、ノースダコタ州を中心とするノン・パルティザンリー
グについて紹介（河田嗣郎、下中弥三郎「非政党同盟」、シカゴ副領事吉田丹一郎「「ノンパルチザンリー
グ」の研究」）がなされていた。ノン・パルティザンリーグは「従来商工業資本家に依て壟断されたる
農民の利益を農民の手に取り戻すこと」が目的とされ、既成政党には属さず、結社の目的により適当と
思われる候補者を支援することを掲げていた。ほぼ同時代に日本で展開された立憲農民党運動や「農民
自治会」運動との共通性はきわめて興味深い。以下、河田嗣郎「農民の政治運動（三）ノン・パルチザ
ン運動（上）」（1915）を引用する。
　　
米国政界に於ける所謂ファーム・ブロック（農民連盟）の勢力は最早抜くことの出来ぬも
のとなってしまった。特に最近に至ってはノース・ダコタ州が農民の中心たる観を呈し、
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此所に生まれたるノン・パルチザン・リーグ運動は漸次其の勢力を全国に及ぼさんとして
居る。ノン・パルチザン・リーグは当初米国西北部地方に於ける農民が、小麦その他の穀
類の販売上に於て永年嘗め来った苦痛に対する反抗運動として起ったものであるが、其の
綱領を定むるに当っては、独り農産物の販売に関してのみならず、尚租税や農業信用に関
しても主張を為すこととした。即ち広く農民の利益を衛ることを以て目的としたのである。
　報告時間の関係もあり、これ以上は言及できないが、さまざまな同時代の情報は日本にも入ってき
ており、国・地域を超えた連関性をもっていたといえよう。ここでは取りあげられないが、1920年代
後半以降の産業組合運動も、関係者がデンマークなどに直接出向き、また関係者を招いて、資本主義体
制下の農業や農村のあり方を模索していたことをつけ加えておきたい（野本　1999、2011）。
4. 今後に向けて
以上、日本における「農本主義」そして「家」、「ムラ」に対する評価の推移・変容が、近代そして現
代の農業・農村の社会的位置と密接不可分であることを、時代と農本主義・農本主義研究という磁場か
ら検討した。そこでの評価や着目点は、産業化の時期やあり方に加え、農業観や農村観、あるいは実態
としての「家」や「ムラ」（村落）をどのように見るかによって、変化していったことがわかる。研究
者もそのような磁場で生き、研究しているのである。
村落とは「個」と「共同性」が交錯する場である。この場合の「個」は必ずしも個人を意味している
わけではなく、個別の家族小農経営といってもよい。①商品を媒介にした商品経済的関係と②対面的人
間関係を基本にした共同体的な関係とは相互補完的なものであり、このうち戦前の農民・農家・農業に
とって、後者のもった意味は大きかったに相違ない。なお、この「共同性」とは相互扶助的でもあり、
相互牽制的でもあった。戦後、高度経済成長期を経るなかで、この「個」と「共同性」のうち、「個」
の要素が次第に大きくなっていったと思われる。そしてさらにその後、この「共同性」の持った意味、
もつ意義が再度着目されるに至ったのではないか。
さらに、他の国々・地域において、対抗思想としての農本主義（Agrarianism）はどのように発現し
たのだろうか。とくに東アジアにおいてはどうであったのか。それぞれの国・地域の近代化のあり方と
かかわる問題であり、その個性を明らかにすることは各国・各地域で実際に進行した産業化や政治的近
代化自体を照射することにつながろう。例えばではあるが、日本の農山漁村経済更生運動（昭和戦前期）
とセマウル運動（韓国）との関係性等も気になるところである。しかしながら、これを論ずる余裕はな
く、今後の課題としたい。
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